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厚生労働省労働基準局長 

( 公 印 省 略 ) 

。 。 """" " て " "  """""" """  円 ． 一 
労働基準法の 一部を改正する 法律の施行に 伴 う 関係通達の暖 溌は ついで 

労働基準法の 一部を改正する 法律の施行についてば、 「労働基準法の 一部を改正す 

る 法律の施行について」 ( 平成 t 5 年 1 0 月 2 2 日付け 基発 第 1 0 2 2 0 0 1 号 ) に 

より通達したところであ るが、 これに伴い関係通達の 改廃を行い、 平成 1 6 年 ] 月 1 

日から適用することとしたので、 了知の上、 取扱いに万全を 期されたい。 

一 

- 己 

 
 

第 1  従来発出した 通達の改正等 ェ 昭和 6 3 年 3 月 1 4 日付け 基発第 丁 5 O 帰葬第 4 7 号「労働基準法関係解 
釈 例規について コ の改正 

昭和 6 3 年 3 月・ 1 4 日付け 基 登第 1 5 0 号， 婦登 第 4 7 号の第 2 2 条関係のく 

退職証明の記載禁止事項 ノ 及びく保険覚務員の 登録制上申、 「第二十二条第姉項」。 

を 「第二十二条第四項」に 改め、 く 競業妨害 ン中、 「本条第姉項」を「本条第四 

項 」に改める。 
  

2  平成 4 年 9 月 1 日付け 基 登第 4 9 4 号「労働時間の 短縮に関する 臨時措置法の 

施行について」の 改正 

平成 4 年 9 月 1 日付け 基登 第 4 9 4 号の記の 4 の (1) 中 「全員の合意」を「の 

5 分の 4 以上の多数による 議決」に改める。 

4 の (3) の イ中 ( ロ ) を削り、 ( ハ ) を ( ロ ) とし、 ( 二 ) を ( ハ ) とする。 
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4 の (3) のロ中「全員の 合意」を「の 5 分の 4 以上の多数による 議決」に、 

「「委員全員」」を「「委員」」に 改め、 同二の ( イ ) 申 「全員の合意」を「の 5 

分の 4 以上の多数による 議決」に改める。 

3  平成 4 年 9 月 1 日付け基質登第 f 8 号「労働時間の 短縮に関する 臨時措置法の 

施行に当たって 留意ずべき事項について」の 改正 

平成 4 年 9 月 1 日付け基質登第 1 8 号「労働時間の 短縮に関する 臨時措置法の 

施行に当たって 留意すべき・ 事項について」の 面の上の (1) 中 「また、 委員の変 

更がなされた 場合であ っても、 労働時間短縮推進委員会設置届の 変更の届出は 必 

要ないものであ る。 」を削り、 1 0  (2) 申 「労働基準法第 3 2 条の 3 」を「 労 

働 基準法第 3 2 条の 2 、 第 3 2 条の 3 」に改め、 「第 3 2 条の 5 、 」の下に「第 

3 4 条第 2 項、 」を、 「第 3 8 条の 2 」の下に「、 第 3 8 条の 3 」を加え、 「当該 

決議に委員全員の 署名 文は 記名押印がなされ ，るなど、 」を削り、 「全員、 の会意」 

を「の 5 分の 4 以上の多数による 議決」に改め、 別紙工及び別紙 2 を次のように 

改める。 
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(M り 兼氏 1) 
00 社 00 支店 労働時間短縮推進委員会運営規程 

第二条 00 社 00 支店労働時間短縮推進委員会 ( 以下「委員会」という。 ) ば 、 本支店 

における労働時間の 短縮を図るための 措置その他労働時間の 短縮に関する 事項を調査 

審議し、 事業主に対して 意見を述べることを 目的とする。 

第 2 条 委員会の委員は 0 名 とし、 00 社 00 支店長 ( 以下「支店長」という。 ) が指名 
する。 ただし、 支店長ほ、 委員の半数について、 00 労働組合 ( 以下「組合」という。 ) 

の 推薦に基づいて 指名しなければならないものとする。 なお、 組合の推薦に 基づいて 

指名した委員が 組合の推薦を 取り消された 場合には、 支店長ほ、 当該委員について、 

委員の指名を 取り消すものとする。 

2  委員に欠員を 生じた場合には、 支店長は 、 速やかに委員を 補充しなけれ ば ならない。 
  

この場合において、 組合の推薦に 基づき指名され だ 委員に欠員が 生じた場合にぼ 、 支 

店長は、 組合の推薦に 基づき 新 だに委員を指名するものとする。 

3  委員会に委員長を 置く。 委員長は、 委員がこれを 選挙する。 

第 3 条 委員会の委員の 任期は 0 年 とする。 ただし、 再任を妨げない。 

2  前条第 2 項により補充された 委員の任期は、 前任者の残任期間とする。 

S  委員の任期が 満了したときは、 当該委員は、 後任者が指名されるまで、 その職務を 

行 う ものとする。 

第 4 条 委員会は、 委員長が委員に 対して適当な 方法で通知してこれを 招集する。 ただ 

し 、 委員長が選任されるまでの 間は、 支店長が招集するものとする。 

2  委員会は、 委員の 0 分の 0 以上が出席し、 かつ、 組合の推薦により 指名された委員 

及び組合の推薦により 指名された委員以覚の 委員がそれぞれ 少なくとも 0 名 以上出席 

しなければ、 開催することができない。 

第 5 条 委員会は 、 次の事項について 調査審議するものとする。   

(1) 年間の総実労働時間の 短縮に関すること。 

(2 Ⅰ 所定郊労働時間の 限度に関すること。 

(3) 年次有給休暇の 計画的付与等年次有給休暇の 取得の促進に 関すること。 

(0)  労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置法第 7 条の規定に基づく 決議に関する 

，と   

(0)  生産性向上のための 対策に関すること。 

(0)  その他労働時間の 短縮のための 措置に関すること。 
2  委員会の議事 は、                                                             により決するものとする。 ただし、 前項に 
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規定する決議を 行 う 場合にば、 委員の 5 分の 4 以上の多数による 議決によらなければ 

ならない。 

3  第 1 項 (OH に規定する決議には、 労働基準法の 規定にょり労働者の 過半数で組織す 

る 労働組合又は 労働者の過半数を 代表する者との 書面による協定によることとした 場 

合に当該決議の 内容に関し当該協定において 定めるべき事項を 含んでいなければなら 

な い ものとし、 当該決議は、 委員の 5 分の召以上の 多数に よ る議決によるものであ る 

ことが明らかであ ることを要するものとする。 

第 6 条 委員会は、 開催の都度議事録を 作成するものとし、 委員会に出席した 委員 0 招 

げ ち 0 名は 組合の推薦に 基づいて指名された 委員とする。 ) が 、 署名又は記名押印を 

行 う ものとする。 

。 " Ⅰ " 
第 7 条 委員会 は 、 第 5 条第 1 項に規定する 決議及び双条に 規定する議事録を 3 年以上 
保存しなければならな『。 

第 8 条   この規程に定めるもののほか、 委員会の運営について 疑義が生じた 場合にば 、 

委員会において 協議して決するものとする。 
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( 別紙 2) 

時間外労働又は 休日労働。 こ 関する決議 

00 社 00 支店労働時間短縮推進委員会は、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法 第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 3 2 条に定める労働時間 (1 週 40 時間、 1 日 
8 時間 ) 及び同法第 3 2 条の 2 に定める労働時間 ( 変形労働時間制の 定めによる所定男 

例時間 ) を超えた労働時間で、 かつ、 1 日 8 時間、 f 週 4 0 時間又は変形期間の 法定労 

働時間の総枠を 超える労働 ( 以下「時間覚労働」という。 ) 並びに同法第 3 5 条に定める 

休日 ( 毎週二日文ほ 4 週 4 日 ) における労働 ( 以下「休日労働」という。 ) に関し、 次の 

とおり決議する。 

1  00 社 00 支店長 ( 以下「支店長 ] という。 ) は、 時間外労働又は 休日労働を可能な 

限り行わせないように 努める。 

2  支店長は、 就業規則 第 0 条の規定に基づき。 必要があ る場合には、 次により時間外 

労働を行わせることができる。 

  

時間外労働 延長することができる 時間 

をさせる 業務の 労働者 接女 7 所 3% 
必要のあ る ( 満 1 8 歳 ェ ・日 工日を超え 期 間 

具体的事由 種類以上の者 )  労働時間 る 一定の期   

間 ( 起算 或 

  1l 甲 l       

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

3  支店長は、 就業規則 第 0 条の規定に基づき、 必要があ る場合にば 、 次により休日労 

働を行わせることができる。 
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休日労働 労働者数   労働させることが 

をさせる 業務の ( 満 -1 8 歳 所定休日 できる休日並びに 期 間 

必要のあ る 種 類以上の者 ) 始業及び終業の 

具体的 3 曲   目 寺家 リ 

1 
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( 中略 ) 

年 月 日 

00 社 00 支店労働時間短縮推進委員会 

委員の氏名 

推薦に基づき 指名された委員 その他の委員 

0 0  0  0  卵 0 0  0  0  部 

0 0 0 0 部 0 0 0 0 部 

0 0 0 0 部 0 0 0 0 部 

未決議は、 上記委員の 5 分の 4 以上の多数による 議決により行われたものであ る。 
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1 か月 単位の変形労働時間制に 関する決議 

00 社 00 工場労働時間短縮推進委員会 は 、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 32 条の 2 ヰ こ 定める 1 か月 単位の変形労働時間 

制 に関し、 次のとおり決議する。 

ェ 平成 0 午 0 月 0 日から 0 月 0 日 までの ェか 月間については、 労働基準法第 32 条の 

2 の規定に基づく 1 か月 単位の変形労働時間制によるものとし、 ェか 月間における 1 

週間の平均労働時間は 40 時間を超えないものとする。 

2  本決議に基づく 1 か月 単位の変形労働時間制は、 00 工場のうち次に 掲げる課に所 

属する従業員に 適用する。 

(1)  00 課 

(2)  00 課 " 、 

/,)  ハ ハ %                                ① 0 の業務に従事する 従業員に限る。 j 

3  変形勤務の起算日 は、 第 1 項に定める期間の 初日とし、 1 週間は毎週 0 曜日から 0 

曜日までとする。 

4  第 1 項に定める期間における 各日の所定労働時間は 、 次のとおりとする。 朝 ほ 酊 所定労働時間 

0 月 0 日から 0 月 0 日 まで 0 時間 00 分 

0 月 0 日から 0 月 0 日 まで 0 時間 00 分 

0 月 0 目から 0 月 0 日 まで 0 時間 00 分 

5  第 1 項に定める期間における 休日は次のとおりとする。 

(1)  毎週 0 曜日 (0 月の第 0 及び 第 00 曜日を除く。 ) 及び 0 曜日 
(2)  0 月 0 日 

6  第 3 項に定める所定労働時間を 超えて労働させた 場合又は前項の 休日に労働させた 

場合には、 賃金規則 第 0 条 又は第 0 条に定めるところにより、 割増賃金を支払うもの 

とする。 

平成 年 月 日   

00 社 00 支店労働時間短縮推進委員会 

委員の氏名 

推薦に基づき 指名された委員 その他の委員 

0  0  0  ① 印 0 0 0 0 部 

0 0 0 0 部 0 0 0 0 部 

0 0 0 0 部 0 0 0 0 部 

本 決議 は 、 上記委員の 5 分の 4 以上の多数による 議決により行われたものであ る。 
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フレックネタイム 制に関する決議 

00 社 00 支店労働時間短縮推進委員会は、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 32 条の 3 に定めるフレックスタイム 制に関し、 

次のとおり決議する。 

エ フレックスタイム 制は 、 次に掲げる従業員に 適用するものとする。 

(1)  00 課に所属する 従業員 

(2)  00 課において 00 の業務に従事する 従業員 

2  清算期間ば、 毎月 0 日から 0 日 までとする。 

3  一清算期間における 総労働時間は 0 時間 0 分 とする。 

4  標準となる 1 日の労働時間ば 0 時間 0 分 とする。 

5  コアタイム ( 従業員が勤務しなければならない 時間帯 ) は 0 時から 0 時までとする。 
  S  始業時刻について 従業員の自主的決定にゆだねる 時間帯は①時から①時まで、 終業 

時刻について 従業員の自主的決定にゆだれる 時間帯 は 0 時から 0 時までとする。 

( 中略 ) 

0  未決議に基づくフレックスタイム 制は、 平成 0 年 0 月 0 日から実施するものとする。 

 
 略
 

T
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丁年単位の変形労働時間制に 関する決議 

00 社 00 工場労働時間短縮推進委員会は、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 3 2 条の 4 Ⅰ こ 定める f 年単位の変形労働時間制 

に 関し、 次のとおり決議する。 

1  平成 0 年 0 月 0 日から平成 0 年 0 月 0 日 までの 1 年間については、 労働基準法第 3 

2 条の 4 に基づく f 年単位の変形労働時間制によるものとし、 1 年間における 1 週間 

の平均労働時間は 4 0 時間を超えないものとする。 

2  本決議に基づく 1 年単位の変形労働時間制は、 00 工場の全従業員に 適用する。 

3  変形勤務の起算日は、 第 1 項に定める期間の 初日とし、 1 週間は毎週 0 曜日から 0 

曜日までとする。 

4  集 1 項に定める期間における 各日の労働時間は 、 次のとおりとする。 

曲勅 ｜ 日 日 片 ] 
一 け 「Ⅰ 下足ガ ， "  ] ロ 助 " ロ号 ム " 間 。 

0 月 0 日から 0 月 0 日 まで   0 時間 00 分 

0 月 0 日から 0 月 0 日 まで 0 時間 00 分 

0 月 0 日から 0 月 0 日 まで 0 時間 00 分 

5  休憩時間は、 正午から午後 1 時までとする。 

6  前項に定める 各期間における 各従業員の始業・ 終業時刻は 、 第 4 項に定める各期間 

の 初日の 3 0 日以上前にカレンダーを 作成し、 全従業員に配布して 周知する。 

7  第 1 項に定める期間における 休日は次のとおりとする。 

(1) 毎週 0 曜日 (0 月の第 0 及び 第 00 曜日を除く。 ) 及び 0 曜日 

(2) 0 月 0 日 

8  第 4 項に定める所定労働時間を 超えて労働させた 場合又は前項の 休日に労働させた 

場合には、 賃金規則 第 0 条 又は第 0 条に定めるところにより、 割増賃金を支払うもの 

とする。 

( 以下田を ) 
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1 週間単位の非定型的変形労働時間制に 関する決議 

00 ホテル労働時間短縮推進委員会 は 、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置法第 

7 条の規定に基づき、 労働基準法第 3 2 条の 5 に定める 1 週間単位の非定型的変形労働 

時間制に関し、 次のとおり決議する。 

1  1 週間 (0 曜日から 0 曜日までの 1 週間をい う 。 以下同じ。 ) の所定労働時間ほ 40 
時間とし、 1 日の所定労働時間は 1 0 時間を超えないものとする。 

2  各従業員の工週間における 各日の所定労働時間ほ 第 1 項の範囲内で 決定し、 毎週 0 

曜日までに次の 工週間分について 各従業員に書面で 通知するものとする。 

なお、 各日の所定労働時間について 希望があ る従業員は、 毎週 0 曜日までに会社に 

申し出るものとし、 会社は当該希望を 尊重して各日の 所定労働時間を 決定するものと 

する。 
"""""" ロ " ゴ ． " 1" レノ " " 

3  休日 は週 二日とし、 前項の書面により 従業員ごとに 指定するものとする。 

4  緊急かつやむを 得ない場合は、 前日までに書面で 通知することにより、 第 2 項の所 

定労働時間を 変更し、 又は前項の休日を 振り替えることができる。 この場合において 

も 、 所定労働時間は 第 1 項の時間を超えないものとする。 

5  従業員が、 第 2 項から第 4 項までに基づき 会社が通知した 各日の所定労働時間を 超 

え、 文ば休日に労働した 場合には、 賃金規則 第 0 条の定めるところに よ り割増賃金を 

支払うものとする。 

( 中略 ) 
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( 以下略 ) 
 
 

 
 

 
 

一 10 一 



一斉休憩の適用除覚に 関する決議 

00 社 00 工場労働時間短縮推進委員会 は 、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 3 4 条第 2 項ただし書に 定める一斉休憩の 適用 

除外に関し、 次のとおり決議する。 

1  本工場の従業員のうち、 次に掲げる課に 所属する者については、 班別 交替で休憩時 

間を与えるものとする。 

(1)  00 課 

(2)  00 課 

(3)  00 課 ( ただし、 00 の業務に従事する 者に限る。 ) 
2  番班の休憩時間 は， 次に定めるとおりとする。 

第 t 班 午前 t 1 時 30 分から午後 0 時 30 分まで 
牡 弟 " Z 。 班 ， " 一レ 止十が "                      " 上ロ守ま " ネロ Ⅰ 一 ビ 

第 3 班 午後 0 ・ 時 3 0 分から午後 t 時 3 0 分まで 

3  班分けについては、 従業員の希望を 調査した上で、 工場掲示板に 掲示して周知する 

ものとする。 

4  本決議は平成 0 年 0 用 0 日 より適用する ， 

( 以下略 ) 

  

一 Ⅰ 1 一 



00 社 OOT 場 労働時間短縮推進委員会 は 、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法 第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 3 8 条の 2 第 2 項に定める事業場外労働のみな 

し 労働時間制に 関し、 次のとおり決議する。 

なお、 本決議の有効期間ば、 平成① 午 0 月 0 日から 0 年 0 月 0 日 までとする。 

1  従業員が、 労働時間の全部又は 一部 は ついて事業場外で 次に掲げる業務に 従事し、 

労働時間を算定し 難 い 場合は 、 次に掲げる時間労働したものとみなすものとする。 

(1)  営業 (00 地区 ) O 時間 

(2)  営業 (00 地区 ) 0 日寺戸背ヨ 

(3)  営業 (00 地区及び 00 地区以覚の地区 )  0 時間 

ィ ' か ・ ;' 下肢 『 叩 ' ' 

  

事業場外労働のみなし 労働時間割に 関する決議 
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専門業務型裁量労働 制 に関する決議 

00 社 00 工場労働時間短縮推進委員会は、 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置 

法第 7 条の規定に基づき、 労働基準法第 3 8 条の 3f こ 定める専門業務型裁量労働 制 に関 

し、 次のとおり決議する。 

なお、 本決議の有効期間は、 平成① 年 0 月 0 日から平成① 年 ① 月 0 日 までとする。 

上 本工場 00 課において、 00 の業務に従事する 従業員についてば、 その業務の遂行 

の手段及び時間配分の 決定をその者の 裁量にゆだね、 会社は 、 これらについて 具体的 

な 指示はしないものとする。 

2  上記従業員が 00 の業務に従事した 場合には、 1 日 0 時間労働しだものとみなすも 

のとする。 

3  会社は 、 第 1 項の従業員の 健康及び福祉を 確保するため、 2 か 月に 1 回、 所属長が 

健康状態にっ " て ヒアリシ グ を行 う ものとする。 会社は、 必要に応じて 特別健康診断 

を 実施し、 文ば特別に休暇を 付与することとする。 
-H-  sfe 4  本委員会に 、 第 1 項の従業員からの 苦情を受け付け、 処理するために 裁量労働相談 

室を設ける。 裁量労働相談室の 運営等の詳細については、 別に細則で定める。 

5  会社は 、 第 t 項の従業員の 勤務状況、 第 3 項に基づき実施した 措置及び第 4 項に基 

づき実施した 措置についての 記録を、 本決議の有効期間中及び 有効期間の満了から 3 

年間保存することとする。 

6  本決議の有効期間ほ、 平成 0 午 0 月 0 日から平成 0 午 0 月 0 日 までの 3 年間とする。 

( 以下略 ) 
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4  平成 5 年 12 月 1 日付け 基登 第 6 6 4 号「短時間労働者の 雇用管理の改善等に 

関する法律の 施行に伴 う 短時間労働者対策の 推進について」の 改正 

平成 5 年 12 月 1 日付け 基 登第 6 6 4 号の記の第 2 の 3 申 「 (5) の イ 及び」及び 

「第 3 の 1 の (5) の イ についてば職業安定局、 」を削る。 

5  平成 工 t 年 1 月 2 9 日付 け基発第 仝 h 号 「労働基準法の 一部を改正する 法律の 

施行について」の 改正 

平成丁 t 年 1 月 2 9 日付け 基登 第 4 5 号の第 1 を 次のように改める。 

第 f  削除 

第 3 の 2 申 「 法 第 2 2 条第 2 項」を「 法 第 2 2 条第 3 項」に改め、 第 3 の 3 を 

る 出ロ @ １， 
第 8 の 2 を削り 

、 第 8 の 3 申 「上記 2 の」、 「、 事業場の労働者の 過半数の信 

任 を得」及び「、 設置について 労働基準監督署長に 届け出ているこど   @ を 削り     

第 8 の 6 中 「 等 」を削り、 第 8%3 を 2 とし、 袖から 7 を ェ ずつ繰り上げる。 

6  平成 工 1 年 3 月 3 1 日付け 基 登第 1 6 9 号「労働基準法関係解釈例規の 追加に 

ついて」の改正 

平成 1 1 年 3 月 3 1 日付け 基 登第 1 6 9 号の記の ェ を次のように 改める。 

I  削除 

7  平成 1 2 年 1 同 1 日付け 基 登第二号「労働基準法の 一部を改正する 法律の施行 

( 企画業務型裁量労働 制 関係 ) 等について」の 改正 

平成 1 2 年 f 月 l 日付け 基 登第 f 号の記の第 101 の (3) 申 「の事業運営上 

の 重要な決定が 行われる」を「に 規定する」に 改め、 「 ( 以下「対象事業場」と 

。 ぅ 。 ) 」を削る。 

第 1 の 2 申 (1) 及び (2) を削り、 「 (3) その他対象事業場については、 

指針第 2 に規定するとおりであ ること。 」を「対象事業場についてほ、 指針第 2 

に 規定するとおりであ ること。 」に改める。 
  

第 105 の (1) のロ中、 ( ト ) を ( チ ) とし、 (, 、 ) から ( へ ) までを一つずつ 繰り下げ、 

( ロ ) の次に「 ( ハ ) 4 号決議事項に 関連し、 使用者は、 把握した対象労働者の 勤務 

状況及びその 健康状態に応じて、 対象労働者への 企画業務型裁量労働制の 適用に 

ついて必要な 見直しを行うこと」を 加える。 

第 1 の 3 の (2) の イ の ( ィ ) 中 「及ぼす事項」の 下に「又は当該事業場に 係る     

事業の運営に 影響を及ぼす 独自の事業計画や 営業計画」を 加え、 同 (2) のり 中 

「 イ から チ まで」を「 イ から ト まで」に改め、 同 (2) 申トを 削り、 チをト とし、 

りをチ とする。 
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第 1 の 3 の (3) 中 「の全員の合意」を「の 5 分の 4 以上の多数による 議決」 

に 改め、 「全員の合意」を「の 5 分の 4 以上の多数による 議決」に改め、 「 、 " ヨ 

該 決議には委員全員の 署名又は記名押印がなされるなど」を 削る。 

第 1 の 4 申 (3) を削る。 

第 1 の 4 の (4) の表題 申 「第 3 号」を「第 2 号」に改め、 「第 4 項及び第 5 

項」を「第 2 項及び第 3 項」に改める。 

第 104 の (5) の表題中「第 4 号」を「第 3 号」に改め、 「第 6 項 ョを 「 第 

4 項」に改め、 同 (5) の イ中 「第 6 項」を「第 4 項」に改め、 同 (5) の口中 

「全員の合意」を「の 5 分の 4 以上の多数による 議決」に改める。 

第 1 の 4 の (6) を削る。 

第 : の 4, の (7) の表題 申 「 ， 佑 矛 。 。                 を「第 6 項」に改める。 

第 f04 申 (4) を (3) とし、 (5) を (4) とし、 (7) を (5) とし、 (8) 

を (6) とする。 

第 105 の ( ュ ) 申 「、 決議の有効期間が、 当分の間、 1 年 以内の朝間を 定め 

るものに限られていること ( 規則第 6 6 条の 2 により読み替えて 適用する規則 第 

2 4 条の 2 の 3 第 3 項関係 ) から」を削り、 「 6 カ月以内に工回報告 ョを 「 6 カ 

月 以内ごとに 1 回報告」に改め、 同 (2) 申ハ 及び二を削る。 

第 106 の ( ェ ) 申 「全員の合意」を「の 5 分の 4 以上の多数による 議決」に 

改め、 同 (4) 中 「及び特定労働者に 係る労働基準法第 3 6 条第 1 項の協定で定 

める労働時間の 延長の限度等に 関する基準 ( 平成 l C@ 午 労働省告示第 1 5 5 号 ) 」 

を 削る。 

8  平成 1 2 年 1 月 1 日付け 基 登第 2 号「「企画業務型裁量労働 制 に係る労使委員 

会の設置に当たってのモデル 手順」について」の 改正 

平成王 2 年 1 月 1 日付け 基 登第 2 号の第 2 段落 申 「及び信任」を 削り、 ( 別紙 ) 

01 中 「事業運営上の 重要な決定が 行われる事業場であ って、 当該事業場の 労働 

者の過半数で 組織する労働組合が 存在しないもの」を「労働者の 過半数で組織す 

る労働組合が 存在しない事業場」に 改め、 「とともに、 委員の信任等選出管理上・ 

必要となる費用の 負担の在り方や 投票にかかわる 時間の在り方等について、 必要 

に応じ労使間で 取り決めておく」を 削り、 ( 月 lJ 紙 ) 申 3 を削る。 

9  平成 1 2 年 3 月 2 8 日付け 基 登第 1 8 0 号「労働基準法関係解釈例規について」 

の改正 

平成 f 2 年 3 月 2 8 日付 け基登 第 1 8 0 号の記のく労使委員会の 開催頻度 ノの 

答申「され、 また、 1 年 以内の有効期間の 満了の際に企画業務型裁量労働 制 の 再 

決議に関する 労使委員会を 開催」を削り、 「少なくとも」を「 1 年に」に改める。 

一 15 一 



10  平成 1 2 年 1 2 月 2 8 日付け 基 登第 7 7 9 号「「有期労働契約の 締結及び更新 

。 雇 止めに関する 指針Ⅱの策定について」の 廃止 

平成 1 2 年 t 2 月 2 8 日付け 基 登第 7 7 9 号を廃止する。 

11 平成 1 4 年 2 月 f 3 日付け 基登 第 0 2 1-3 0 0 2 号「労働基準法第 1 4 条第 1 

号及び第 2 号の規定に基づき 厚生労働大臣が 定める基準を 定める告示の 一部を改 

正する告示及び 労働基準法施行規則第 2 4 条の 2 の 2 第 2 項第 6 号の規定に基づ 

き厚生労働大臣の 指定する業務を 定める告示の 一部を改正する 告示の適用につい 

て」の改正 平成 1 4 年 2 月 1 3 日付 け基 登第 0  2 丁 3 O O 2 号の記の第 f を次のように 改 

@, 沐ス り 。 

第 1  削除 

第 2 の 2 の (6) 申 「第 9 号」を「第 1 0 号・」に改め、 同 (7j 申 「筆工 2 号Ⅰ 

を 「第 1                  もこ改め、 回           申「第 1 3 号」を「第 1 Ⅱ Ⅰ 旦 ワ Ⅰ @ に改める。 

第 2  その他の規定の 整理 

従来発出された 通達 申 、 下表の左の欄に 掲げる規定があ る場合においては、 右の欄 

に掲げる規定に 適宜置き換えた 上で施行すること。 

労働基準法 ( 昭和 2 2 年法律第 4 9 号 ) 

第 1 4 条 第 1 4 条第 1 項 

第 2 2 条第 2 項、 第 3 項 第 2 2 条第 3 項、 第 4 項 

第 3 8 条の 4 第 2 項第 2 号 削除 

第 3 8 条の 4 第 2 項第 5 号、 第 4 号 第 3 8 条の 4 第 2 項第 2 号、 第 3 号 
  

労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置法 ( 平成 4 年法律第 9 0 号 ) 
  

第 7 条第 2 項 削除 

  労働基準法施行規則 ( 昭和 22 年厚生省令第 23 号 ) 

第 2 4 条の 2 の 4 第 2 項、 第 3 項 削除 

第 2 4 条の 2 の 4 第 4 項から第 8 項 第 2 4 条の 2 の 4 第 2 項から第 6 項 
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l 様式第 1 3 号の 3 岡除   

労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置法施行規則 ( 平成 4 年労働省令第 2 6 号 ) 

第 1 集 0  2 削除 

別記様式 削除 
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ェ 昭和 6 3 年 3 月 1 4 日付け 基 登第 1 5 0 号・ 婦 登第 4 7 号「労働基準法関係解釈例規につい 

て 」 

改正後 現行 

第 2 2 条関係 第 2 2 条関係 
く 退職証明の記載禁止事項 ノ く 退職証明の記載禁止事項 ノ 
聞 法第二十二条第四項の「国籍、 信条云々 間 法第二十二条第三項の「国籍、 信条云々 
」は例示であ るか。 」は例示であ るか。 
( 以下 略 ) ( 以下 略 ) 

く 保険外務員の 登録制 ノ く 保険外務員の 登録制 ノ 
問 閉 戸 
  
別段労働基準法弟一・ 一本刀 
反するものではないと 思われるが如何。   
に 従って行われる 限り、 法第二十二条第四 l に従って行われる 項には抵触しない。 限り、 法第二十二条第三 

( 一 以下 略 ) 

    
く 就業妨害 ノ く 就業妨害 ノ 
本条第四項は、 所謂ブラックリストの 回覧 本条第三項は、 所謂ブラックリストの 回覧 
の 如き予め計画的に 就業を妨げることを 禁止 の如き予め計画的に 就業を妨げることを 禁止 
する趣旨であ ること。 する趣旨であ ること。 

2  平成 4 年 9 月 1 日付け 基 登第 494 号「労働時間の 短縮に関する 臨時措置法の 施行について 
  

改正後 現行 

4  労働時間短縮実施体制の 整備 4  労働時間短縮実施体制の 整備 
(1)  趣旨 (1)  趣旨 
労働時間の短縮を 推進するためには、 労働時間の短縮を 推進するためには、 
企業内において 労働時間をめぐる 様々な 企業内において 労働時間をめぐる 様々な 
問題について 労使が日常的に 話し合うと 問題について 労使が日常的に 話し合うと 
          @ @"@ Ⅰ 7 Ⅹ 詩合。 の成果を適切に 実施する ともに、 話 合 いの 成果を適切に 実施する 

ための体制を 整備することが 必要であ る ための体制を 整備することが 必要であ る 
ことから、 労働時間短縮のための 施策等 ことから、 労働時間短縮のための 施策等 
に 関し労使協議を 行 う 委員会の設置等 企 に 関し労使協議を 行 う 委員会の設置等 企 
柴内の労働時間短縮実施体制の 整備を事 業 内の労働時間短縮実施体制の 整備を事 
業主の努力義務としたものであ ること。 業主の努力義務としたものであ ること。 
また、 企業内の労働時間短縮に 向けて また、 企業内の労働時間短縮に 向けて 
の話し合いの 成果をその企業の 労働時間 の話し合いの 成果をその企業の 労働時間 
の 諸制度に活かしていくことが 重要であ の 諸制度に活かしていくことが 重要であ 
ることから、 一定の要件に 適合する労働 ることから、 一定の要件に 適合する労働 
時間短縮推進委員会は、 労使協定に代え 時間短縮推進委員会 は 、 労使協定に代え 
て 委員の 5 分の 4 以上の多数による 議決 て 委員全員の合意により、 1 年単位の変 
により、 1 年単位の変形労働時間制や 時 形 労働時間制や 時間外。 休日労働等にっ 
間外 ・休日労働等について 決議を行い、 いて決議を行い、 実施することができる 
実施することができることとしたもので と と したものであ ること。 また、 当該 
あ ること。 また、 当該労働時間短縮推進 労働時間短縮推進委員会については、 厳 
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委員会については、 厳格な要件を 課して 
おり適正な運営が 担保されているこ・とか 
ら、 その決議について 労働基準監督署長 
への届出を免除したも 匁であ ること， 

fl2)  (e2¥ W 略 ) 

(3)  労働時間短縮推進委員会の 決議に係る 
労働基準法の 適用の特例 
イ 労働時間短縮推進委員会の 要件 
( 略 ) 
( イ )  ( 略 ) 

( ロ j  省令第 2 条により、 労働時間短縮   
推進委員会の 議事について、 開催の 

都度議事録が 作成され、 3 年間保存 
されていること。 
なお、 労働時間短縮推進委員会の 
決議それ自体についても、 もとより 
書面により保存すべきものであ るが 
、 これについては 労働基準法第 1 0 
9 条に規定する「労働関係に 関する 
重要な書類」に 該当するものであ り 
、 同条により 3 年間保存しなければ 
ならないものであ ること。 
ハ ( Ⅰ 省令第 S 条により、 委員の任期、 
労働時間短縮推進委員会の 招集、 定 
足数、 議事等を内容とする 委員会の 
運営規程が定められていること。 

ロ 決議 は 委員の 5 分の 4 以上の多数によ 
る議決によりなされなければならないも 
のであ るが、 ここでい う 「委員」とは、 
会議への出席の 如何を問わず、 当該労働 
時間短縮推進委員会の 委員全員を意味す 
るものであ ること。 
また、 決議 は 書面にされることが 必要 
であ るが、 ここでい う 書面とは、 前記 イ 
( ハ ) の議事録の一部で 足りるものではな 
ノ Ⅰ 独立しだ書面となっていることが 必   
要であ ること。 
ハ ( 略 ) 
二 特例の内容 

( イ )  イ のすべての要件に 適合する労働 
時間短縮推進委員会 は 、 労働基準法 
に定める労使協定に 代えて委員の 5 
分の 4 以上の多数による 議決による 
決議により、 
  1 か月 単位の変形労働時間制 ( 
労働基準法第 3 2 条の 2) 
  フレックスタイム 制 ( 同法第 3 

2 条の 3) 
  1 年単位の変形労働時間制 ( 同 

法 3 2 条の 4) 
  1 週間単位の非定型的変形労働 

時間制 ( 同法第 3 2 条の 5) 
  

  

 
 

格 な要件を課しており 適正な運営が 担保 
されていることから、 その決議について 
労働基準監督署長への 届出を免除したも 
のであ ること。 

(2)  ( 略 ) 

(3)  労働時間短縮推進委員会の 決議に係る 
労働基準法の 適用の特例 
イ 労働時間短縮推進委員会の 要件 
( 田を ) 

( イ ¥ tI  ( 略 ) 
( ロ )  労働時間短縮推進委員会の 設置に 
ついて、 労働時間の短縮の 促進に関 
する臨時措置法施行規則 ( 以下「省 
令」という。 ) 第一条の所定の 様式 
により所轄の 労働基準監督署長に 届 
け出ていること。 

( バ ; 省令第 2 条により、 労働時間短縮   
推進委員会の 議事について、 開催の 

都度議事録が 作成され、 3 年間保存 
されていること。 
なお、 労働時間短縮推進委員会の 
決議それ自体についても、 もとより 
書面により保存すべきものであ るが 
、 これについては 労働基準法第 1 0 

9 条に規定する「労働関係に 関する 
重要な書類」に 該当するものであ り 
  同条により・ ， i 年間保存しなければ 

ならないものであ ること。 
( 二 ) 省令第 3 条により、 委員の任期、   
労働時間短縮推進委員会の 招集、 定 
定数、 議事等を内容とする 委員会の 
運営規程が定められていること。 

ロ 決議は委員全員の 合意によりなされな 
ければならないものであ るが、 ここでい 
ぅ 「委員全員」とは、 会議への出席の 如 
何を問わず、 当該労働時間短縮推進委員 
会の委員全員を 意味するものであ ること 
  
また、 決議は書面にされることが 必要 
であ るが、 ここでい う 書面とは、 前記 イ 
( ハ ) の議事録の一部で 足りるものではな 
      独立しだ書面となっていることが 必 

要 であ ること。 
ハ ( 略 ) 
二 特例の内容 

( イ )  イ のすべての要件に 適合する労働 
時間短縮推進委員会は、 労働基準法 
に 定める労使協定に 代えて委員全員 
0 合意による決議により、 

  ェか月 単位の変形労働時間制 ( 
労働基準法第 3 2 条の 2) 
  フレックスタイム 制 ( 回 、 法第 3 

2 条の 3) 
  1 年単位の変形労働時間制 ( 同 

法 第 3 2 条の 4) 
  1 週間単位の非定型的変形労働 
時間制 ( 同法第 3 2 条の 5) 

  

  



。 一斉休憩適用除覚 ( 同法第 3 4 条 。 一斉休憩適用除覚 ( 同法第 3 4 条 

第 2 項 ) 第 2 項 ) 
  時間外及び休日の 労働 ( 同法第   時間外及び休日の 労働 ( 同法第 
3 6 条 ) 3 6 条 ) 
  事業場外労働 制 ( 同法第 3 8- 条   事業場外労働 制 ( 同法第 3 8 条 
02) 02) 
  裁量労働 制 ( 同法第 3 8, 条の 3   裁量労働 制 ( 同法第 3 8 条の 3 

    

  年次有給休暇の 計画的付与 ( 同   年次有給休暇の 計画的付与 ( 同 

法 第 3 9 条 ) 法 第 3 9 条 )   
を イテ ラ ことができること。 を打 ぅ ことができること。 

( ロ )  (W 各 ) ( ロ )  (B@ 各 ) 
( ハ )  ( 略 ) ( ハ )  ( 略 ) 

3  平成 4 年 9 月 1 日付 け 基質登第 1 8 号「労働時間の 短縮に関する 臨時措置法の 施行に当たっ 
て 留意すべき事項について」 

l ｜ 
改正後 

  

    
現行 

ェ 労働時間短縮推進委員会の 要件等 ( 通達 1  労働時間短縮推進委員会の 要件等 ( 通達 
記 04 の (3) 関係 ) 

  (1)  詑 p  ・の 4 労働時間短縮推進委員会の -  のほ ‥・ ) 関係 ， -- ‥ ) 運営規程に (1) 労働時間短縮推進委員会の 運営規程に l 
は 、 少なくとも、 委員の任期、 委員会の招 は、 少なくとも、 委員の任期、 委員会の招 
集 、 定足数及び議事について 定めることが 集、 定足数及び議事について 定めることが 
必要とされているが、 委員数、 任期等にっ 必要とされているが、 委員数、 任期等にっ 
いては、 法令に特段の 要件ほ設けられてお いては、 法令に特段の 要件は設けられてお 
らず、 委員会の自主性に 委ねられているも らず、 委員会の自主性に 委ねられているも 
のであ る。 のであ る。 

また、 委員の変更がなきれた 場合であ っ 
ても、 労働時間短縮推進委員会設置 届 の 変 
更の届出は必要ないものであ る。 

(2)  労働基準法の 適用の特例の 対象となる (2)  労働基準法の 適用の特例の 対象となる 
労働時間短縮推進委員会の 決議には、 それ 労働時間短縮推進委員会の 決議には、 それ 
ぞれの決議の 内容に応じ、 労働基準法第 3 ぞれの決議の 内容に応じ、 労働基準法第 3 
2 条の 2 、 第 3 2 条の 3 、 第 3 2 条の 4 、 2 条の 3 、 第 3 2 条の 4 、 第 3 2 条の 5 、 
第 3 2 条の 5 、 第 3 4 条第 2 項、 第 3 6 条 第 3 6 条、 第 3 8 条の 2 又は第 3 9 条に基 
、 第 3 8 条の 2 、 第 3 8 条の 3 スは 第 3 9 づく協定において 定めることとされている 
条 に基づく協定において 定めることとさ ゎ "  事項を含んで い ることが必要であ る。 また 
ている事項を 含んでいることが 必要であ る 、 当該決議に委員全員の 署 喀 又は記名押印 
。 また、 委員の 5 分の 4 以上の多数による がなされるなど、 委員全員の合意によるも 
議決によるものであ ることが明らかであ る のであ ることが明らかであ ることが必要で 

  
1O  ¥  C 略 ) 

テ 」 C ' ュ か 。 "' L' 祐ネ 女しのの ヰプ 0 
  

(3  )  ( 略 ) 

4  平成 5 年 1 2 月 1 日付け 基 登第 6 6 4 号「短時間労働者の 雇用管理の改善等に 関する法律の 
施行に伴 う 短時間労働者対策の 推進について」 

  改正後 現行     

第 2  短時間労働者対策の 推進 第 2  短時間労働者対策の 推進 
3  法第 8 条に基づく指針の 周知登底 3  法第 8 条に基づく指針の 周知登底 
法 第 8 条に基づく 「事業主が講ずべき 法 第 8 条に基づく 「事業主が講ずべき 

短時間労働者の 雇用管理の改善等のため 短時間労働者の 雇用管理の改善等のため 
の 措置に関する 指針」 ( 平成 5 年労働省 の 措置に関する 指針」 ( 平成 5 年労働省 
告示第 118 号 )  ( 以下「指針」という。 告示第 118 号 )  ( 以下「 オき針 」とい つ - 

一 3 一 



) については、 指針第 3 の ェ ((10) の口 
を 除く。 ) 及び第 3 の 4 のうち、 適正な 
労働条件の確保の 観点から行 う 措置につ 
いては、 労働基準局の 所掌となるので、 
その周知に努めること ( 第 3 の 1 の (10) 
の ロ については雇用均等，児童家庭局の 

所掌となる。 ) 。 

) についてほ、 指針第 3 の 1 ((5) の 々 及 
び (10) の口を除く。 ) 及び第 3 の 4 の う   
一ち 、 適正な労働条件の 確保の観点から 行 
う 措置については、 労働基準局の 所掌と 
なるので、 その周知に努めること (   第   3 
の 1 の (5) の イ については職業安定局、 
第 3 の 1 の (10) の ロ については雇用均等 
・児童家庭局の 所掌となる。 ) 。 

5  平成 1 1 年 t 月 2 9 日付け 基発 第 45 号「労働基準法の 一部を改正する 法律の施行について 
  

改正後 現行 

第ェ 削除 第 1  契約期間の上限 ( 法 第 1 4 条関係 ) 
( 略 ) 
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6  平成 1 1 年 3 月 3 1 日付け 基登 第 1 6 9 号「労働基準法関係解釈例規の 追加について」 

改正後 現行 

ュ 削除 
く 「不足している」の 意義 ノ   
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  改正後 
  
  

@@  規 " 7 一 丁   
  

男工 
ヰ ・Ⅰ 

(3) 指針は、 企画業務型裁量労働 制 に関し 
、 対象業務に従事する 対象労働者の 適正な労 
働 条件の確保を 図るため、 労使委員会が 決議 
する同項各号に 掲げる事項その 他同条の規定 
ほ ついて具体的に 明らかにする 必要があ ると 
認められる事項を 規定するとともに、 企画業 
薄型裁量労働制の 実施に関し、 同項に規定す 
る 事業場の使用者並びに 労働者、 労働組合 及   
び 労働者の過半数を 代表する者並びに 労使 委 
員 会の委員が留意すべき 事項を定めたもので 
あ ること ( 指針第 1 関係 ) 。   
2  対象事業場ば 法第 38 条の 4 第 1 項、 指針第 2 
関係 ) 
対象事業場 @ こついては、 指針第 2 に規定す 
るとおりであ ること。 

  

  
第 1 
ユ上 

(3) 指針は、 企画業務型裁量労働 制 に関し 
、 対象業務に従事する 対象労働者の 適正な労 
働 条件の確保を 図るため、 労使委員会が 決議 
する同項各号に 掲げる事項その 他同条の規定 
ほ ついて具体的に 明らかにする 必要があ ると 
認められる事項を 規定するとともに、 企画業 
務型 裁量労働制の 実施に関し、 同項の事業運 
営 上の重要な決定が 行われる事業場 ( 以下「 
対象事業場」という。 ) の 使用者並びに 労働 
者、 労働組合及び 労働者の過半数を 代表する 
者 並びに労使委員会の 委員が留意すべき 事項 
を 定めたものであ ること ( 指針 第 Ⅰ関係 ) 。 

( 以下、 略 ) 

2  対象事業場 ( 法 第 38 条の 4 第 1 項、 指針第 2 
関係 ) 
(1)  指針第 2 の 2 の (2U に掲げる「非本社事業 
場 に役員が常駐していること」は、 指針第 2 
02 の (1) の 非本社事業場が 対象事業場に 該当 
するか否かを 判断するに当たっての 判断材料 
の 一 つ であ り、 非本社事業場に 役員が常駐 し 
てい れぼすべて対象事業場に 該当することと 
なるものではなく、 対象事業場に 該当するか 
否 かは、 指針第 2 の 2 の (1) にい う 「当該井本 
仕事業場に、 当該井本社事業場の 属する企業 
等に係る事業の 運営に大きな 影響を及ぼす 決 
定 を行 う 権 限が与えられているか 否か」によ 
り 判断されるものであ ること。 
  

  



3  労使委員会の 決議 

(1)  労使委員会で 決議すべき事項 ( 法 第 38 条 
の 4 第 1 項各号、 規則第 24 条の 2 の 3 第 3 項、 指 
針第 3 関係 ) 
企画業務型裁量労働制を 導入するに当たり 

、 労使委員会で 決議する事項は 、 次のとおり 
であ ること。 
「 r  Ⅰ ( 崎 格 ) 

ロ 指針において、 必要的決議事項に 関連し 
て決議することが 適当であ ることに委員は 留 
意することが 必要であ るとされている 事項等 
( 以下「その他の 決議事項」という。 ) 
U ィ )  4 号決議事項に 関連し、 使用者が対象労 
働者の健康状態を 把握すること 
(P)  4 号決議事項に 関連し、 使用者が対象 労 
勘者の能力開発を 促進する措置を 講ずること 
( ハ j  4 号決議事項に 関連し、 使用者は、 把握   
した対象労働者の 勤務状況及びその 健康状態 
に 応じて、 対象労働者への 企画業務型裁量 労 
働 制の適用について 必要な見直しを 行 う こと 
(=0)  6 号決議事項に 関連し、 対象業務の内容   
を 始めとする決議の 内容等当該事業場におけ 
る 企画業務型裁量労働制の 制度の概要、 企画 
業務型裁量労働制の 適用を受けることに 同意 
した場合に適用される 評価制度及びこれに 対 
応 する賃金制度の 内容並びに同意しなかった 
場合の配置及び 処遇について、 使用者が労働 
者に対し明示して 当該労働者の 同意を得るこ 
ととすること 
( ホ )  6 号決議事項に 関連し、 企画業務型裁量   
労働制の適用を 受けることについての 労働者 
の 同意に関し、 書面によること 等その手続 
へ ( )  6 号決議事項に 関連し、 対象労働者から 
同意を撤回することを 認めることとする 場合 
には 、 その要件及び 手続 
( ト )  7 号決議事項の 1 に 関連し、 委員の半数   
以上から決議の 変更等のための 労使委員会の 
開催の申出があ った場合は、 決議の有効期間 
の中途であ っても決議の 変更等のための 調査 
審議を行 う ものとすること 
チ ( ) 使用者が対象労働者に 適用される評価 
制度及びこれに 対応する賃金制度を 変更しよ 
ぅ とする場合にあ っては労使委員会に 対し事 
前に変更内容の 説明をするものとすること 
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3  労使委員会の 決議 
(1) 労使委員会で 決議すべき事項 5 法 第 38 条 
の 4 第 1 項各号、 規則第 24 条の 2 の 3 第 3 項、 指 
針第 3 関係 ) 
企画業務型裁量労働制を 導入するに当たり 

、 労使委員会で 決議する事項は 、 次のとおり 
であ ること。 
イ ( 略 ) 

ロ 指針において、 必要的決議事項に 関連し 
て決議することが 適当であ ることに委員は 留 
意することが 必要であ るとされている 事項等 
( 以下「その他の 決議事項」という。 Ⅰ 
( ィ ) 4 号決議事項に 関連し、 使用者が対象労 
働者の健康状態を 把握すること 
(") 4 号決議事項に 関連し、 使用者が対象労 
働者の能力開発を 促進する措置を 講ずること 

ハ ( )  6 号決議事項に 関連し、 対象業務の内容 
を 始めとする決議の 内容等当該事業場におけ 
る 企画業務型裁量労働制の 制度の概要、 企画 
業務型裁量労働制の 適用を受けることに 同意 
した場合に適用される 評価制度及びこれに 対 
応 する賃金制度の 内容並びに同意しなかった 
場合の配置及び 処遇について、 使用者が労働 
者に対し明示して 当該労働者の 同意を得るこ 
ととすること 
( こ ) 6 号決議事項に 関連し、 企画業務型裁量   
労働制の適用を 受けることについての 労働者 
の 同意に関し、 書面によること 等その手続 
㈹ ) 6 号決議事項に 関連し、 対象労働者から   
同意を撤回することを 認めることとする 場合 
には 、 その要件及び 手続 
へ 一 ( ) 7 号決議事項の 1 に 関連し、 委員の半数 
以上から決議の 変更等のための 労使委員会の 
開催の申出があ った場合は、 決議の有効期間 
の中途であ っても決議の 変更等のための 調査 
審議を行 う ものとすること 
W ト ) 使用者が対象労働者に 適用される評価   
制度及びこれに 対応する賃金制度を 変更しよ 
ぅ とする場合にあ っては労使委員会に 対し事 
前に変更内容の 説明をするものとすること 

(2)  決議事項の内容 ( 指針第 3 関係 ) (2) 決議事項の内容 ( 指針第 3 関係 ) 
イ 1 号決議事項 ィ 1 号決議事項 
( 略 ) ( 略 ) 

一 6 一 

  



( ィ )  事業の運営に 関する事項についての 葉 
務 であ ること 

、 法第 38 条の 4 第 1 項第 1 号の「事業の 運営に 
関する事項」とは、 対象事業場の 属する企業 
等に係る事業の 運営に影響を 及ぼす事項又     は 
当該事業場に 係る事業の運営に 影響を及ぼす 
独自の事業計画や 営業計画をいい、 対象事業 
場 における事業の 実施に関する 事項が直ちに 
これに該当するものではないこと。 
( 中略 ) 
へ 6 号決議事項 
企画業務型裁量労働制の 対象となることに 
ついての労働者の 同意は、 当該労働者ごとに 
、 かつ、 7 号決議事項の 1 として定められる 決 
議の有効期間ごとに 得られるものであ ること 
が 必要であ ること。 

ト 7 号決議事項の 2   
( 略 ) 
チ その他   
上記 イ から ト までの他、 必要的決議事項 及 
びその他の決議事項については、 指針第 3 に 
規定するとおりであ ること。 

(3)  決議の方法 (@ 法 第 38 条の 4 第 1 項関係 ) 
労使委員会にお い で、 法第 駆条 04 第 1 項に 

規定する企画業務型裁量労働制の 導入に係る 
決議 ( 以下「決議」という。 ) をする場合の「 
委員の 5 分の 4 以上の多数による 議決」とば 
、 労使委員会に 出席した委員 p5 分の 4 以上 
の 多数による議決で 足りるものであ ること。 
このことは、 指針第 4 の 3(2H においても明ら 
かにされていること。 
なお、 労使委員会に 出席した委員の 5 分の 
4 以上の多数による 議決によるものであ るこ 
とが明らかであ ることが必要であ ること。 

4 

(1)  @  (2)  (B&) 

(3) 議事録の作成、 保存及び周知 ( 法 第 38 条   
04 第 2 項第 2 号、 規則第 24 条の 2 の 4 第 2 項及び 

  

( ィ ) 事業の運営に 関する事項についての 業 
務であ ること 
法 第 38 条の 4 第 1 項第 1 号の「事業の 運営に 
関する事項」とは、 対象事業場の 属する企業 
等に係る事業の 運営に影響を 及ぼす事項をい 
い、 対象事業場における 事業の実施に 関する 
事項が直ちにこれに 該当するものではないこ 
と。 

( 中略 ) 
へ 6 号決議事項 

企画業務型裁量労働制の 対象となることに 
ついての労働者の 同意は、 当該労働者ごとに 
、 かっ、 7 号決議事項の 1 として定められる 決 
議の有効期間ごとに 得られるものであ ること 
が必要であ ること。 

チ 7 号決議事項の 2   
( 略 ) 

リ その他   
上記 イ から チ までの他、 必要的決議事項 及 
びその他の決議事項については、 指針第 3 に 
規定するとおりであ ること。 

(3)  決議の方法 (f 法 第 38 条の 4 第 1 項関係 ) 
労使委員会において、 法第 爺条 04 第 1 項に 
規定する企画業務型裁量労働制の 導入に係る 
決議 ( 以下「決議」 という。 ) をする場合の「 
委員の全員の 合意」とほ、 労使委員会に 出席 
した委員全員の 合意で足りるものであ ること 
。 このことほ、 指針第 4 の 3(2) においても 明 
らかにきれていること。 
なお、 当該決議には 委員全員の署名又は 記 
名 押印がなされるなど、 労使委員会に 出席し 
た 委員全員の合意によるものであ ることが 明 
らかであ ることが必要であ ること。 
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 (3)  労使委員会の 委員の信任 ( 法 第 38 条の 4 
第 2 項 第 Ⅰ 号 、 規則 第 ㏄条の 2@ こより読み替え 
て 適用する規則第 24 条の 2 の 4 第 2 項関係 ) 
イ 「当該事業場の 労働者の過半数」とは、 
法 第 41 条第 2 号の監督 又は 管理の地位にあ る 
者、 病欠、 出張、 休職等によって 当面出勤が 
全く予定されていない 労働者等を含む 当該 事 
業場 に使用されている 労働者全員の 過半数を 
い う ものであ ること。 
ロ 信任の手続は、 労使委員会の 委員の信任 
に関するものであ ることを明らかにして 実施 
される投票、 挙手等の方法による 手続により 
得 なければならないものであ ること。 
なお、 当分の間は、 これらの手続のうち 投 
票 による手続に 限られるものであ ること。 

(4) 議事録の作成、 保存及び周知 皓 第 38 条   
04 第 2 項第 3 号、 規則第 24 条の 2 の 4 第 4 項及び 
7 一 

 
 

 
 

  



第 3 項関係 ) 
イ 。 ロ ( 略 ) 

(4)  一一 運営規程の作成等 G 法 第 38 条の 4 第 2 項第 一 
号、 3 規則第 24 条の 2 の 4 4 第 項、 指針第 4 の 3 か 
55 まで関係 ) 
イ 使用者は、 労使委員会の 招集、 定足数、 
議事その他の 労使委員会の 運営について 
必要な事項に 関する規定 ( 以下「運営規 
定 」という。 ) を 定めなければならない 
ものであ ること。 指針の第 4 の 3 から 5 ま 
で では、 運営規定を定めるに 当たって 、 

規則第 24 条の 2 の 4 第 4 項に掲げる ( ィ ) ～ 鮭 ) 
までの事項に 関し、 それぞれ、 次に掲げ 
ることを規定することが 適当としている 
ナと 」 。 

く イン～ くこ Ⅰ く田番Ⅰ 

ロ 運営規程の作成ス は 変更に関し、 使用 
者 は 労使委員会の 同意を得なけれ ば ならない 

」 こ 0 なお、 この同意についてほ、 委員の         5 
分の 4 以上の多数による 議決によることは 法 
令及び指針上求められていないものであ るこ 
と 0 

(5)  不利益取扱いの 禁止 ( 規則第 24 条の 2 の 4 
第 6 項関係 ) 
( 略 ) 

(6)  その他   
( 回答 ) 

5  労働基準監督署長への 報告 ( 法 第 38 条の 4 
策 せ 頃 、 規則 篤 と条 60269 。 関係 ) 

(1)  報告時期 
決議の届出をした 使用者は、 決議が行われ 
た 日から起算して 6 カ月以内に 1 回、 及びその 
後 1 午 以内ごとに 1 回、 規則様式第 13 号の 4 に 
より、 所轄労働基準監督署長に 報告をしなけ 
ればならないこと ( 規則第 24 条の 2 の 5 第 1 項 関 
係 ) 。 
なお、 当分の間、 決議が行われた 日から 起 
算して 6 カ月以内ごとに 1 回報告をしなければ 
ならないこととするとの 暫定措置が設けられ 
ていること ( 規則第 66 条の 2 関係 ) 。 
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(5) 一一 運営規程の作成等 ( 法 第 38 条の 4 第 2 項第 一   

85 まで関係 ) 
イ 使用者は、 労使委員会の 招集、 定足数、 
議事その他の 労使委員会の 運営について 
必要な事項に 関する規定 ( 以下「運営規 
定 」という。 ) を 定めなければならない 
ものであ ること。 指針の第 4 の 3 から 5 ま 
で では、 運営規定を定めるに 当たって 、 
規則第 24 条の 2 の 4 第 6 項に掲げる ( ィ ) ～ ( こ ) 
までの事項に 関し、 それぞれ、 次に掲げ 
ることを規定することが 適当としている 
ナと 」 。 

( ィ )  ～ ( こ )  ㎝ 織 
ロ 運営規程の作成又は 変更に関し、 使用 
者は 労使委員会の 同意を得なければならない 
ケと ） 。 チトド " はく 4L ヒ @ ニ ⅠⅡ この同意については、 委員全員   
0 合意によることは 法令及び指針上求められ 
ていないものであ ること。 

(6)  設置の届出ぃ 法第 38 条の 4 第 2 項第 2 号、   
規則第 24 条の 2 の 4 第 3 項関係 )   

労使委員会を 設置した場合には、 使用者は 
、 規則様式第 13 号の 3 により、 所轄労働基準 
監督署長に届出をしなけれ ば ならないこと。 
使用者がこの 届出を行わなければ、 法第 38 条 
04 第 ，項による企画業務型裁量労働制の 効力 
は 発生しないこと。 
なお、 届出の後に委員の 変更がなされた 場 
合 においては、 労使委員会設置届の 変更の届 
は 必要な い ものであ ること。 

(7) 不利益取扱いの 禁止 ( 規則第 24 条の 2 の 4   
第 8 項関係 ) 
( 略 ) 

(8)  その他   
( 略 ) 

5  労働基準監督署長への 報告 (m 法 第 38 条の 4 
第 4 項、 規則 第舛条 02 の 5 関係 ) 

(1)  報告時期 
決議の届出をした 使用者は、 決議が行われ 
た 日から起算して 6 カ月以内に 1 回、 及びその 
後 1 年以内ごとに 1 回、 規則様式第 13 号の 4 に 
より、 所轄労働基準監督署長に 報告をしなけ 
ればならないこと ( 規則第 24 条の 2 の 5 第 1 項 関 
係 ) 。 
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(2)  報告事項 
使用者の報告する 事項 は、 次のとおりであ 
ること ( 規則第 24 条の 2 の 5 第 2 項、 規則様式第 
13 号の 4 関係 ) 。 
イ 対象労働者の 労働時間の状況   
対象労働者について 4 号決議事項として 把 
握した時間のうち、 平均的なもの 及び最長の 
ものの状況を 報告すること。 また、 対象労働 
者の労働時間の 状況を実際に 把握した方法を 
具体的に報告すること。 
ロ 当該労働者の 健康及び福祉を 確保するた 
めの措置の実施状況 

6 特定条項に係る 労使協定に関する 特例 ( 法 

第 3B 条の 4 第 5 項関係 : 
(1)  労使委員会は 、 次に掲げる法の 規定に 
関し、 当該規定に係る 労使協定に代えて 委員 
05 分の 4 以上の多数による 議決による決議 
( 以下「協定代替決議」という。 ) を行 う こと 
ができるものであ ること。 
( 中略 ) 
これらの決議には、 上記の各規定に 関し、 
法 に基づき定めることとされている 事項を含 
んでいることが 必要であ ること。 

なお、 協定代替決議を 行 う 場合の委員の     5 
分の 4 以上の多数による 議決については、 決 
議について (3 の (3j 参照 ) と同様、 労使委員会 
に出席した委員の 5 分の 4 以上の多数による 
議決で足りるものであ ること。 

(2) 報告事項 
使用者の報告する 事項 は、 次のとおりであ 
ること ( 規則第 24 条の 2 の 5 第 2 項、 規則様式 第 
13 号の 4 関係 ) 。 
イ 対象労働者の 労働時間の状況 
対象労働者について 4 号決議事項として 把 
損 した時間のうち、 平均的なもの 及び最長の 
ものの状況を 報告すること。 また、 対象労働 
者の労働時間の 状況を実際に 把握した方法を 
具体的に報告すること。 
ロ 当該労働者の 健康及び福祉を 確保するた 
めの措置の実施状， 況 
ハ 対象労働者の 苦情の処理に 関する措置の 
実施状況 
二 労使委員会の 開催状況 
労使委員会の 開催日時を具体的に 報告する 
こと。 

6  特定条項に係る 労使協定に関する 特例 ( 法 
第葵条 c04 第 5 項関係 ) 

(1)  労使委員会は 、 次に掲げる法の 規定に 
関し、 当該規定に係る 労使協定に代えて 委員 
全員の合意による 決議 ( 以下「協定代替決議 
  という。 ) をそ テ うことができるものであ る 
ナと 」． 。 

( 中田番 ) 
これらの決議には、 上記の各規定に 関し、 
法 に基づき定めることとされている 事項を含 
んでいることが 必要であ ること。 

なお、 協定代替決議を 行 う 場合の委員全員 
0 合意についてば、 決議について (3 の (3) 参 
照 ) と 同様、 労使委員会に 出席した委員全員 
0 合意で足りるものであ ること。 

  (2).(3)  ㎝ 各 )   (2)  @  (3)  ( 略 )   

(4) 協定代替決議のうち 時間外及び休日の 
労働に係るものについては、 労働基準法第 36 
条第 1 項の協定で定める 労働時間の延長の 限 
度等に関する 基準 ( 平成 10 年労働省告示第 15 
4 号 ) に基づき、 労使協定の届け 出があ った 
場合と同様の 指導を行うものであ ること。 

( 以下略 ) 

(4) 協定代替決議のうち 時間外及び休日の 
労働に係るものについては、 労働基準法第 36 
条第 1 項の協定で定める 労働時間の延長の 限 
度等に関する 基準 ( 平成 10 年労働省告示第 15 

  

( 以下略 ) 
  

8  平成王 2 年 1 月 1 日付け 基 登第 2 号「「企画業務型裁量労働 制 に係る労使委員会の 設置に当 
たってのモデル 手順」について」 

  改正後 現行 

( 略 ) ( 略 ) 
企画業務型裁量労働制の 実施には、 法第 38  企画業務型裁量労働制の 実施には、 法第 38 
集め 4 第 1 項の委員会 ( 以下「労使委員会」と 条の 4 第 1 項の委員会 ( 以下「労使委員会」と 
いう。 ) が同条第 2 項に規定する 要件に適合す いう。 ) が同条第 2 項に規定する 要件に適合す 
る よう 設置されることが 不可欠であ るところ るよ う 設置されることが 不可欠であ るところ 
、 当該事業場の 労働者並びに 労働組合及び 労   当該事業場の 労働者並びに 労働組合及び 労 

9 



働 者の過半数を 代表する者並びに 使用者 ( 以 
下「労使関係者」という。 ) が法第 38 条の 4 第 
2 項第 1 号に よ る労使委員会の 委員の指名を 始 
めとする法令で 定める手続等に 適正に対処し 
ぅ るようにする 必要があ る。 
( 略 ) 

( 別紙 ) 企画業務型裁量労働 制 に係る労使委 
員会設置に当たってのモデル 手順 

ヰ
ト
 Ⅰ
 

労使委員会の 設置に向けての 事前相談 へ 

0 対処 ( 指針第 4 の 1 関係 ) 
0  労働者の過半数で 組織する労働組合が 存 
在しない事業場において、 企画業務型裁量 
労働制の導入に 際し、 労使委員会の 設置に 
関し、 使用者の申し 入れを受け、 又は使用 
者に対し申し 入れを行 う 場合には、 労働者 
は、 必要に応じ、 労働者の過半数を 代表す 
る者 ( 以下「過半数代表者」と。 ぅ 。 ) を選 

任し対処すること。 過半数代表者を 選任す 

る 場合には、 労働基準法施行 規貝 Ⅱ く 以下「 
規則」という。 ) 第 6 条の 2 の規定に従うこ 
とが望ましいこと。 

0  過半数代表者 又は 過半数労働組合に 該当 
しない労働組合の 代表者は、 使用者と、 労 
使委員会の設置の 時期の目標、 設置に至る 
日程、 労使委員会の 委員数等を話し 合うこ 
と 。 

2  W 田番 ) 

働 者の過半数を 代表する者並びに 使用者 ( 以 
下「労使関係者」という。 ) が法第 3K 条の 4 第 
2 項第 1 号による労使委員会の 委員の指名及び 
信任を始めとする 法令で定める 手続等に適正 
ヰ こ 対処しうるようにする 必要があ る。 
( 略 ) 
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労使 委 

: 労使委員会の 設置に向けての 事前相談 へ 

の対処 ( 指針第 4 の 1 関係 ) 
0  事業運営上の 重要な決定が 行われる事業 
場であ って、 当該事業場の 労働者の過半数 
で組織する労働組 ， ， ムが 口 存在しないものにお し 
いて、 企画業務型裁量労働制の 導入に際し 
  労使委員会の 設置に関し、 使用者の申し 
入れを受け、 ヌ は使用者に対し 申し入れを 
行 う 場合には、 労働者は、 必要に応じ、 労 

働者の過半数を 代表する者 ( 以下「過半数 
代表者」という。 ) を 選任し対処すること 
。 過半数代表者を 選任する場合には、 労働 
基準法施行規則 ( 以下「規則」という。 ) 第 
6 条の 2 の規定に従 う ことが望ましいこと。 
0  過半数代表者 又は 過半数労働組合に 該当 
しない労働組合の 代表者は、 使用者と、 労 
使委員会の設置の 時期の目標、 設置に至る 
日程、 労使委員会の 委員数等を話し 合うと / ・ 委員の信任等選出管理上必要とな 

る費用の負担の 在り方や投票にかかわる 時 
間の在り方等について、 必要に応じ労使間 
で 取り決めておくこと。 

  2  ( 略 ) 

。 ) は 、 信任手続としての 投票を行 う 労働 
者 ( 当該事業場に 属する全ての 労働者 ) の 確 

C   

」 c 。 
0  管理者は、 投票日及び投票の 時間を設定 
するに当たってば、 当該事業場の 労働者の 
始終業の時刻、 休憩時間、 休日、 休暇等の 
状況に照らし、 投票が円滑に 実施される ょ 
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ぅ 十分に配慮すること。 
0  管理者 は 、 投票時及び開票時における 立 
会いの手続等についてあ らかじめ定めてお 
くこと。 
0  投票は、 無記名の秘密投票によることと 
すること。 
0  管理者は、 投票終了後、 速そかに開票を 
行い、 その結果は、 上記の方法に 準じて、 
労働者に明らかにすること。 
0  上記 2 で指名された 委員候補者のうち 労 
働 者の過半数の 信任を得られなかった 者が 
あ るときは、 管理者 は 、 過半数代表者に 対 
し 当該信任を得られなかった 者の数に相当 
する数の委員候補者を 上記 2 により指名す 
る よ う 求め、 当該指名された 者について 信 
任の手続を行うこと。 
0  管理者は、 信任を得た者全員の 氏名を 、 
使用者に通知すること。 

      

9  平成 1 2 年 5 月 2 8 日付け 基登 第 1 8 0 号「労働基準法関係解釈例規について」 

  
  改正後   現行   

( 労使委員会の 開催頻度 ) ( 労使委員、 会の開催頻度 ) 
間 労使委員会の 標準的な開催頻度について、 間 労使委員会の 標準的な開催頻度について、 
どの程度の回数を 想定しているのか。 どの程度の回数を 想定しているのか。 

"""" 曲 答 指針において、 定期報告の内容を 労使 委 答 指針において、 疋 別報告の内容を 労使 委 
員 会に情報開示するよ う 求めていることか 員 会に情報開示するよ う 求めていることか 
ら、 少なくとも定期報告の 前後に工 回 開催 ら、 少なくとも定期報告の 前後に 1 回開催 
することとなることから、 1 年に 2 回開催 され、 まだ、 丁年以内の有効期間の 満了の 
されるものと 考える。 際に企画業務型裁量労働 制 の専決議に関す 
また、 労使委員会は、 当該事業場におけ る労使委員会を 開催することとなることか 
る 企画業務型裁量労働制の 適正な実施を チ ら、 少なくとも 2 回開催されるものと 考え 
ェソクし 、 必要に応じて 制度内容の見直し る。 
を 図るべき役割を 有しているところであ る また、 労使委員会は、 当該事業場におけ 
ことから、 これらの委員会に 加えて定期的 る 企画業務型裁量労働制の 適正な実施を チ 
に 開催することが 望ましい。 ェックし 、 必要に応じて 制度内容の見直し 

を 図るべき役割を 有しているところであ る 
ことから、 これらの委員会に 加えて定期的 
に 開催することが 望ましい。 

10  平成 1 2 年 1 2 月 2 8 日付け 基 登第 7 7 9 号「「有期労働契約の 締結及び更新， 雇 止めに 関 
する指針」の 策定について」 

改正後 現行 

[ 廃止 ] ( 略 ) 

11 平成 1 4 年 2 月 1 3 日付け 基 秀策 0 2 1 3 0 0 2 号「労働基準法第 1 4 条第 f 号及び第 2 号 
の 規定に基づき 厚生労働大臣が 定める基準を 定める告示の 一部を改正する 告示及び労働基準法 
施行規則第 24 条の 2 の 2 第 2 項第 6 号の規定に基づき 厚生労働大臣の 指定する業務を 定める 
告示の一部を 改正する告示の 適用について」 

改正後 現行 
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第 1  削除 第 1  第 2 1 号告示関係 
( 略 ) 

第 2  第 2 2 号告示関係 第 2  第 2 2 号告示関係 
1 11 略 ) l 1( 岡各 ) 
2  改正の内容 2  改正の内容 
(1) ～ (5)  ( 略 ) (1) ～ (5)  ( 略 ) 
(6) 第 1 0 号関係 (6) 第 9 号関係 
( 旧冬 ) ( 略   Ⅰ 
(7) 第 1 3 号関係 (7) 第 t 2 号関係 
( 略 ) ( 略 ) 
(8) 第 1 4 号関係 (8) 第 1 3 号関係 
( 略 ) ( 略 ) 
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